福祉用具購入チェックリスト
自己点検用(市への提出不要)
◆相談時の確認事項

	
	要介護認定を受けており、認定有効期間内である

	
	購入予定先は特定福祉用具販売事業所の指定を受けている

	
	現年度の支給状況及び購入履歴を確認している

　＊同じ種類・種目の福祉用具を購入することは原則として認められない。やむを得ない事由により同じ種類・種目の福祉用具が必要となる場合は市担当者に事前に相談している。

　＜やむを得ない事由＞

　・身体状況が大きく変わったことにより、既存の福祉用具では対応できない場合

　・既存の福祉用具が破損・故障した場合　　　

	
	現在、病院への入院をしていない。

　＊退院日が決まっており、事前に準備が必要な場合は市に事前協議を行うこと。支給申請は退院後となる。したがって、退院しないうちに死亡または急激な状態変化により退院ができなくなった場合は支給が認められないため、その旨の説明も利用者に行うこと。

	
	現在、有料老人ホーム等の施設に入所していない

　＊ポータブルトイレ等施設での利用を前提として購入を希望する場合は、市と事前協議を行うこと。


◆支給申請(書類提出)

	
	福祉用具購入費支給申請書　　　
　・支給申請日は購入日以後の日付となっている（退所・退院後）　　

　・必要事項がすべて記載されている　　　　　　

　・振込口座情報が正しく記載されている（通帳等で確認済み）　　

	
	領収書の原本　※注１

　・宛名は被保険者氏名であり、福祉用具の購入に係るものと明示されている　

	
	カタログのコピー
　・購入した商品がわかるよう印をつけている

	
	ケアプランまたは実態把握票（アセスメントシート）


※注１…原則として原本提出。原本を本人に返す場合、申請時コピーと原本の両方を提示し窓口で確認を受ける。

